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はじめに 

2014 年度の全国企業倒産件数（法的整理、負債 1000 万円以上）は、9044 件と 8 年ぶりに 1 万

件を下回った。石川県の企業倒産件数も 2期連続して減少、2014 年度件数は前年度比 21.4％減の

99 件となった。中小企業金融円滑化法の期限到来後も金融機関の支援が継続していることで、倒

産の抑制状態が続いた結果と見込まれ、政策的な支援により「倒産」という形で“ハードランデ

ィング”した企業が減少している一方、事態が大幅に悪化する前に企業活動を停止した、“ソフト

ランディング”に類型される「休廃業・解散」の動向に注目が集まっている。 

帝国データバンク金沢支店は、企業概要ファイル「ＣＯＳＭＯＳ２」（146 万社収録）から削除

されたデータを収録したファイル（「削除ファイル」）を用いて、2004～2014 年度の間に休廃業、

解散に至った事業者（法人、個人含む）を集計。倒産件数との比較や、業種別、都道府県別、代

表者年齢別にその傾向を分析した。 

 

 

 

 

 

 

調査結果（要旨） 

1. 2014 年度（2014 年 4月～2015 年 3月）の「休廃業・解散」は、285 件判明。前年度（252 件）

を 33 件（13.1％）上回り、2期ぶりに前年度比増加となった。同期間の「倒産」（99件）と比

べると、件数は約 2.9 倍に上る。 

2. 種類別にみると、「解散」（86 件）は前年度比横ばい、「休廃業」（199 件）は同 19.9％の増加

となった。 

3. 業種別に前年度比をみると、「卸売業」（16.0％）・「建設業」（7.7％）が減少、「製造業」が横

ばいとなった。2014 年度倒産件数が減少した「製造業」「卸売業」「小売業」「運輸・通信業」

「サービス業」のうち、「小売業」「運輸・通信業」「サービス業」は前年度比増加。 

4. 都道府県別に「休廃業・解散」率をみると、トップは「徳島県」で 2.442％。北陸 3県では「石

川県」が 20位で 1.789％。次いで「富山県」が 22位で 1.762％、「福井県」は 29位で 1.696％。 

5. 代表者年代別の構成比をみると、「60代」が 41.3％と最も高い。構成比の前年度比をみると「50

代」（4.4 ポイント）・「70代」（3.0 ポイント）の割合が増加した。 

石川県「休廃業・解散」動向調査（2014 年度） 

2014 年度の「休廃業・解散」は「倒産」の 2.9 倍 

～件数は過去 10 期で最多の 285 件～ 

◇「休廃業」とは、企業活動を停止している状態を指す（官公庁等に「廃業届」を提出して企業活動を終えるケースを含む）。

調査時点では当該企業の企業活動が停止していることを確認できているが、将来的な企業活動再開を否定するものではない

◇「解散」とは、企業が解散した場合を指す。主に、商業登記等で解散を確認 

◇「休廃業・解散」は、企業活動停止が確認できた企業のなかで、倒産（任意整理、法的整理）に分類されないケース 
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１． 種類別  ― 「解散」は横ばいながら「休廃業」の増加で、過去 10 期で最大件数 

 

2014 年度（2014 年 4 月～2015 年 3 月）の「休廃業・解散」は、285 件判明した。前年度（252

件）を 33 件（13.1％）上回り、2期ぶりに増加した。 

不採算事業からの撤退や子会社の配置転換などポジティブな動機によるものが一定数含まれる

「解散」は 2期連続して 86 件と横ばいとなったが、多くが将来性の乏しさに起因する「休廃業」

は 2013 年度の 166 件から 199 件に増加しており、今後の法的整理増加が懸念される。 

石川県の 2014 年度倒産件数は減少しており、「休廃業・解散」は 2013 年度倒産件数の 2.0 倍か

ら 2.9 倍に上昇、全国平均の 2.7 倍を上回っている。 

 

《参考：全国》休廃業・解散と倒産件数の推移 （件、倍）

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

休廃業 17,161 16,073 16,828 17,099 17,473 16,892 15,523 15,723 16,345 15,014 15,075

解散 7,058 6,889 7,171 7,885 9,888 8,902 9,615 9,285 9,705 9,194 9,078

24,219 22,962 23,999 24,984 27,361 25,794 25,138 25,008 26,050 24,208 24,153

8,448 8,759 9,572 11,333 13,234 12,866 11,496 11,435 10,710 10,102 9,044

2.87 2.62 2.51 2.20 2.07 2.00 2.19 2.19 2.43 2.40 2.67

《参考：全国》休廃業・解散と倒産件数の前年度比 （％、ポイント）

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

休廃業 8.5 ▲ 6.3 4.7 1.6 2.2 ▲ 3.3 ▲ 8.1 1.3 4.0 ▲ 8.1 0.4

解散 1.3 ▲ 2.4 4.1 10.0 25.4 ▲ 10.0 8.0 ▲ 3.4 4.5 ▲ 5.3 ▲ 1.3

6.3 ▲ 5.2 4.5 4.1 9.5 ▲ 5.7 ▲ 2.5 ▲ 0.5 4.2 ▲ 7.1 ▲ 0.2

▲ 14.7 3.7 9.3 18.4 16.8 ▲ 2.8 ▲ 10.6 ▲ 0.5 ▲ 6.3 ▲ 5.7 ▲ 10.5

0.57 ▲ 0.25 ▲ 0.11 ▲ 0.31 ▲ 0.13 ▲ 0.07 0.19 0.00 0.24 ▲ 0.03 0.27

年度

倒産

計

休廃業・解散/倒産

年度

計

倒産

休廃業・解散/倒産

石川県：休廃業・解散と倒産件数の推移 （件、倍）

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

休廃業 136 147 198 170 186 142 165 176 201 166 199

解散 59 63 62 63 98 111 94 88 80 86 86

195 210 260 233 284 253 259 264 281 252 285

40 65 110 102 148 156 122 133 146 126 99

4.88 3.23 2.36 2.28 1.92 1.62 2.12 1.98 1.92 2.00 2.88

石川県：休廃業・解散と倒産件数の前年度比 （％、ポイント）

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

休廃業 1.5 8.1 34.7 ▲ 14.1 9.4 ▲ 23.7 16.2 6.7 14.2 ▲ 17.4 19.9

解散 20.4 6.8 ▲ 1.6 1.6 55.6 13.3 ▲ 15.3 ▲ 6.4 ▲ 9.1 7.5 0.0

6.6 7.7 23.8 ▲ 10.4 21.9 ▲ 10.9 2.4 1.9 6.4 ▲ 10.3 13.1

▲ 13.0 62.5 69.2 ▲ 7.3 45.1 5.4 ▲ 21.8 9.0 9.8 ▲ 13.7 ▲ 21.4

0.90 ▲ 1.65 ▲ 0.87 ▲ 0.08 ▲ 0.36 ▲ 0.30 0.50 ▲ 0.14 ▲ 0.06 0.08 0.88

年度

計

倒産

休廃業・解散/倒産

年度

倒産

計

休廃業・解散/倒産

休廃業・解散と倒産の件数推移
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２． 業種別  ― 前年度比は減少したものの「建設業」が最多 

 

業種別では、「建設業」が96件で全体の33.7％を占めた。

以下、「サービス業」の 64件（構成比 22.5％）、「小売業」

の 48件（同 16.8％）、「製造業」の 30件（同 10.5％）、「卸

売業」の 21件（7.4％）と続く。 

「その他」を除く前年度比では、「サービス業」「不動産

業」が各 77.8％増、「小売業」「運輸・通信業」が各 20.0％

増となった一方、「卸売業」が 16.0％減、「建設業」が 7.7％

減などとなった。 

「建設業」は 2014 年度法的整理で「小売業」に次ぐ 19

件だが、「休廃業・解散」では最多となっている。2014 年

度法的整理で最多の「小売業」は「休廃業・解散」は 48

件で 3番目に多い。 

業種細分類別「休廃業・解散」率をみると、2013 年度に

続き「木造建築工事」が最多となっており、「建設業」のな

かで構成比率 21.9％を占め、厳しい業界環境が窺われる。 

 

 

 

主業名 2014年度

前年度
比

（％）
1 木造建築工事業 21 ▲ 12.5

家庭用電気機械器具小売業 57.1
一般管工事業 450.0
他に分類されない非営利的団体 42.9
土木工事業（造園工事業を除く） ▲ 47.4

6 不動産代理業・仲介業 8 100.0
自動車一般整備業 －
婦人・子供服小売業 400.0
電気配線工事業 25.0
一般土木建築工事業 400.0
内装工事業 ▲ 16.7
老人福祉事業 100.0
無床診療所 300.0
板金工事業 100.0
他に分類されない専門サービス業 300.0
給排水・衛生設備工事業 ▲ 33.3

-  全業種 285 13.1

業種細分類別「休廃業・解散」数

注1：ＣＯＳＭＯＳ２収録企業数が500以上の業種を対象として休廃業・解散率を算出
注2：業種名（コード）は「帝国データバンク産業分類細分類」による
注3：当該企業の事業内容のうち、取引額が最も大きいものを主業として集計

2

4

7

12 4

5

10

11

業種別件数 （件）

年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

建設業 73 60 101 84 125 94 113 117 97 104 96

製造業 29 37 34 30 39 37 31 24 31 30 30

卸売業 20 28 32 28 25 33 30 28 28 25 21

小売業 42 49 48 40 50 32 36 39 57 40 48

運輸・通信業 1 4 5 7 4 9 4 3 5 5 6

サービス業 27 21 25 31 33 34 29 36 47 36 64

不動産業 3 6 7 11 5 12 14 12 11 9 16

その他 5 8 2 3 2 2 5 5 3 4

計 195 210 260 233 284 253 259 264 281 252 285

業種別前年度比 （％）

年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

建設業 21.7 ▲ 17.8 68.3 ▲ 16.8 48.8 ▲ 24.8 20.2 3.5 ▲ 17.1 7.2 ▲ 7.7

製造業 16.0 27.6 ▲ 8.1 ▲ 11.8 30.0 ▲ 5.1 ▲ 16.2 ▲ 22.6 29.2 ▲ 3.2 0.0

卸売業 ▲ 4.8 40.0 14.3 ▲ 12.5 ▲ 10.7 32.0 ▲ 9.1 ▲ 6.7 0.0 ▲ 10.7 ▲ 16.0

小売業 ▲ 14.3 16.7 ▲ 2.0 ▲ 16.7 25.0 ▲ 36.0 12.5 8.3 46.2 ▲ 29.8 20.0

運輸・通信業 ▲ 75.0 300.0 25.0 40.0 ▲ 42.9 125.0 ▲ 55.6 ▲ 25.0 66.7 0.0 20.0

サービス業 58.8 ▲ 22.2 19.0 24.0 6.5 3.0 ▲ 14.7 24.1 30.6 ▲ 23.4 77.8

不動産業 ▲ 50.0 100.0 16.7 57.1 ▲ 54.5 140.0 16.7 ▲ 14.3 ▲ 8.3 ▲ 18.2 77.8

その他 ▲ 100.0 #DIV/0! 60.0 ▲ 75.0 50.0 ▲ 33.3 0.0 150.0 0.0 ▲ 40.0 33.3

計 6.6 7.7 23.8 ▲ 10.4 21.9 ▲ 10.9 2.4 1.9 6.4 ▲ 10.3 13.1
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３． 都道府県別  ― 28 都道府県で減少 

 

都道府県別にみると、2014 年度の「休廃業・

解散」が最も多かったのは、「東京都」の 2685

件。以下、「北海道」（1302 件）、「愛知県」（1267

件）、「大阪府」（1266 件）と続く。企業数が多い

都市圏で「休廃業・解散」が多い状況に変わり

はない。 

都道府県別「休廃業・解散」率をみると、ト

ップは前年度を 26.1％上回る「休廃業・解散」

が発生した「徳島県」で 2.442％。次いで、「愛

媛県」の 2.298％。また、「高知県」（2.160％）

も上位に入っており、近年、全国展開企業の進

出が相次いでいる四国で、4 県のうち 3 県が 5

位以内であった。なお、「四国」は、2014 年度の

全国の「倒産」件数が前年度比 10.5％減少とな

ったなかでも、前年度を 18.3％上回る「倒産」

が発生している。一方、「休廃業・解散」率が最

も低かったのは「大阪府」となっている。 

なお、北陸は「石川県」が第 20 位、「富山県」

が 22 位、「福井県」が 29位でいずれも平均値を僅かに上回っている。 

都道府県別の前年度比増

減率でみると、前年度比

10％以上増加したのは「富

山県」、「石川県」を含む 10

県、同 10％未満増加が 9 県

で合わせて、47 都道府県中

19 県（構成比 40.4％）で「休

廃業・解散」件数が前年度

を上回った。 

一方、同 10％以上減少し

たのは「秋田県」、「熊本県」

など 9 道県、同 10％未満減

少が「福井県」を含む 19都

府県で合わせて、28 都道府

県（同 59.6％）で前年度を

下回った。 

　前年度比減少率10％以上

　前年度比減少率10％未満

　前年度比増加率10％未満

　前年度比増加率10％以上

都道府県名2014年度
前年度比

（％）

休廃業・
解散率
（％）

1 徳島県 237 26.1 2.442
2 愛媛県 404 14.4 2.298
3 鳥取県 170 ▲ 9.6 2.187
4 高知県 212 ▲ 1.4 2.160
5 広島県 808 ▲ 3.5 2.141
6 宮崎県 314 ▲ 7.9 2.122
7 山梨県 275 ▲ 11.9 2.071
8 群馬県 565 19.5 2.049
9 佐賀県 247 ▲ 10.5 2.047
10 和歌山県 258 ▲ 4.1 1.999
11 香川県 273 ▲ 7.5 1.979
12 滋賀県 272 20.4 1.979
13 岡山県 477 7.0 1.964
14 島根県 185 1.6 1.945
15 山口県 319 ▲ 13.1 1.896
16 新潟県 613 ▲ 2.7 1.837
17 埼玉県 1,123 44.2 1.825
18 北海道 1,302 ▲ 12.9 1.803
19 長野県 470 ▲ 3.7 1.803
20 石川県 285 13.1 1.789

22 富山県 283 17.4 1.762

29 福井県 257 ▲2.3 1.696

-  全国 24,153 ▲ 0.2 1.655

都道府県別「休廃業・解散」率　上位20

注：休廃業・解散率＝休廃業・解散件数（2014年度）÷2015年3月末時点のＣＯＳＭＯ

Ｓ２収録数
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４．代表者年代別 ― 「60 代」の構成比が 4 割強まで上昇 

 

代表者年代別の構成比をみると、「60代」が 2004 年度以降連続して最多で、2014 年度は 41.3％

を占めた。次いで、「70 代」が 25.5％、「50 代」が 15.0％となった。前年度比では、「50 代」が

4.4 ポイント・「70 代」が 3.0 ポイントそれぞれ増加し、それ以外の区分は減少、「40 代」が 3.1

ポイント・「80歳以上」が 2.6 ポイントなどとなった。 

帝国データバンクが 2015 年 1月に発表した「2015 年全国社長分析」では、社長の平均年齢は過

去最高となる 59.0 歳で、石川県は 58.4 歳となった。母数となる代表者の平均年齢が年々上昇し

ているとはいえ、全国の「休廃業・解散」企業の代表者平均年齢は 2014 年度が 65.4 歳で石川県

は 64.0歳といずれも全国平均を下回っている。 

石川県の休廃業・解散した代表者の平均年齢は 2004 年度が 61.7歳だったのに対し、2014 年度

は 64.0歳と上昇した。全国が 2004 年度から 2014 年度までに 3.3歳上昇に対し、石川県の同期間

での上昇比率は全国の 2/3程度の 2.3歳に留まっている。ただ、石川県では 2004 年度で 29.2％だ

った「60代」の構成比は、2014 年度は 41.3％に上昇しており、高齢化や後継者難を背景として「休

廃業・解散」を選択するケースが目立ってきていることがわかる。 

 

 

石川県：代表者年代別構成比 （％）

年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

30歳未満 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 0.4 0.0 0.0 0.5 0.4

30代 2.6 4.5 2.4 0.9 2.6 2.6 1.7 3.0 2.8 3.7 2.4

40代 12.0 6.0 10.2 8.8 6.6 5.6 9.7 12.5 10.4 12.8 9.7

50代 26.6 23.6 24.8 25.2 23.1 21.0 17.3 17.7 14.5 10.6 15.0

60代 29.2 41.7 33.7 38.5 39.2 41.2 43.5 39.7 33.3 41.7 41.3

70代 25.5 19.1 21.5 21.7 20.9 21.5 21.1 22.8 29.3 22.5 25.5

80歳以上 4.2 5.0 7.3 4.9 7.7 7.7 6.3 4.3 9.6 8.3 5.7

全体 1.6 5.5 5.7 3.1 4.0 8.6 9.3 13.8 12.9 15.6 15.4

石川県：代表者年代別構成比の前年度比 （ポイント）

年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

30歳未満 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 ▲ 0.0 ▲ 0.4 0.0 0.5 ▲ 0.1

30代 ▲ 0.2 1.9 ▲ 2.1 ▲ 1.5 1.7 0.0 ▲ 0.9 1.3 ▲ 0.2 0.9 ▲ 1.3

40代 5.9 ▲ 6.0 4.2 ▲ 1.4 ▲ 2.2 ▲ 1.0 4.1 2.8 ▲ 2.1 2.4 ▲ 3.1

50代 ▲ 1.0 ▲ 3.0 1.2 0.4 ▲ 2.1 ▲ 2.1 ▲ 3.7 0.4 ▲ 3.2 ▲ 3.9 4.4

60代 ▲ 5.1 12.5 ▲ 8.0 4.8 0.7 2.0 2.3 ▲ 3.8 ▲ 6.4 8.4 ▲ 0.4

70代 ▲ 1.0 ▲ 6.4 2.4 0.2 ▲ 0.8 0.6 ▲ 0.4 1.7 6.5 ▲ 6.8 3.0

80歳以上 1.4 0.8 2.3 ▲ 2.4 2.8 0.0 ▲ 1.4 ▲ 2.0 5.3 ▲ 1.3 ▲ 2.6

代表者の平均年齢推移 （歳）

年度/年 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

休廃業・解散(石川） 61.7 62.9 62.9 63.3 64.2 64.1 63.4 62.6 65.1 63.5 64.0

休廃業・解散(全国） 62.1 63.0 63.1 63.4 63.6 64.1 64.3 64.5 65.2 65.3 65.4
全企業(全国） 57.4 57.7 57.9 58.1 58.2 58.3 58.4 58.5 58.7 58.9 59.0

注1：対象は代表者年齢判明分で、休廃業・解散時点の年齢で集計

注2：全企業の平均年齢は、「2015年全国社長分析」（帝国データバンク）より引用。対象は各年末時点での「COSMOS2」収録の株式会社と有限会社
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【 内容に関する問い合わせ先 】 

（株）帝国データバンク 金沢支店 担当：谷川 

TEL 076-263-4321  FAX 076-263-9388 

 

まとめ  

 

2014 年度の「休廃業・解散」は全国で 2万 4153 件、前年度（2万 4208 件）から 0.2％の微減と

なったが、石川県では 2013 年度の 252 件から 285 件に増加した。石川県の 2014 年度倒産件数は

減少しており、「休廃業・解散」は 2013 年度倒産件数の 2.0 倍から 2.9 倍に上昇、全国平均の 2.7

倍を上回っている。 

「休廃業・解散」件数は、急激な石油価格の上昇を含む原材料費の高騰が続く中で、サブプラ

イムローンに端を発した 2008 年 9月の米国リーマン・ブラザーズの経営破綻により世界的な金融

危機、株式市場の低迷、世界経済の景気後退の影響から 2008 年度に 284 件となった。その後、緊

急保証制度の導入効果や雇用調整助成金の拡充により急激な景気減速の影響も和らぎ、2009 年度

は前期比31件減少し253件となった。しかし、デフレに歯止めが掛けられず国内消費動向は低迷。

記録的な円高推移による収益悪化や欧州経済危機、中国の景気鈍化による輸出低下・関係悪化な

ど、国内外ともに厳しい経済環境が続き、2012 年度まで 3期連続で増加、2008 年度に迫る 281 件

となった。 

2013 年度は、新たな燃料資源開発や底堅い経済状況を維持する米国経済、中間所得層の増加が

見込まれる東南アジア諸国動向など国外経済環境の回復傾向に加え、経済政策を最優先に掲げた

政権への期待感から景況感が改善、円高是正もあって減少したが、2014 年度は「特定非営利活動

法人」の「休廃業・解散」が大幅に増加した

「サービス業」を主体に「小売業」「不動産業」

等の増加もあって、過去 10 期で最大の 285 件

となった。 

「倒産」に至る前に“円満な退出”を図る

という側面があるため「休廃業・解散」は、

必ずしも減少すれば良いというものではない

が、2014 年度の「休廃業・解散」のうち年売

上高5000万円に満たない零細企業が6割強を

占めている。これらの多くが社会・経済の変

化に対応することができず、高齢化や後継者

難などで「休廃業・解散」に至っており、「休

廃業・解散」件数の変化は企業経営を巡る環

境の変化を敏感に表したものと考えられる。 

 

年売上高規模別構成比の推移
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